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ア 医療機関への勤務環境改善支援 

 

 センターによる勤務環境改善支援は、「（ア）個別支援業務」「（イ）相談支援業務」「（ウ）利用

勧奨業務」の 3 種類である。 

 

（ア）個別支援業務 

（1）支援スキーム 

センターによる支援スキームは、大きく次の 5 つに整理される。 

① 「特別支援」：支援がより効果的に行われるよう、特定の医療機関に対し毎月 1 回程度訪問

し、年間を通じて支援を行う。勤改センターによる支援を希望しており、解決すべき課題が

あって、かつ取り組む意欲のあるもので、勤改センターの支援による改善向上が期待できる

医療機関を対象とし、北海道労働局が選定する。 

② 「医療機関全体にわたる総合的な取組の支援」（以下、「全体支援という」。）：医療機関全体

で勤務環境改善に取組む意思のある医療機関が対象。 

③ 「医療機関の一部の部門や個別の課題における取組の支援」（以下、「部門支援」）とい

う。）：一部の部門や個別の課題をターゲットにして勤務環境改善の取組をスタートさせる医

療機関が対象。 

④ 「導入研修の開催」（以下、「導入研修」という。）：具体的な取組が決まっていない医療機関

に出向き、課題を整理の上、勤務環境改善計画の策定を後押しする。 

⑤ 「勤務環境改善計画策定後のフォローアップ」（以下、フォローアップという。）：②③の支

援を受け、ある程度自主的に運用できるようになった医療機関に対し、院内フィードバック

の方法や取組推進にかかる課題に対するアドバイスを行う。 

 
 

（2）支援実施医療機関数 

令和 6 年度にセンターが支援を実施した医療機関は 273 機関であった。支援スキーム別に

みると、「部門支援」が 126 機関、「導入研修」が 13 機関、「フォローアップ」が 134 機関とな

っている。 

主な支援対象は、特例水準等（B、連携 B、C-1）の指定を受けた医療機関や、宿日直許可

を取得する予定、もしくは取得した医療機関等であった。 

 

1） 支援実施医療機関数 

 

 

医療機関数 割合 医療機関数 割合

個別支援業務（計） 273 52.6% 165 40.6%

特別支援 (0) (0.0%) (6) (1.5%)

全体支援 (0) (0.0%) (0) (0.0%)

部門支援 (126) (24.3%) (149) (36.7%)

導入研修 (13) (2.5%) (10) (2.5%)

フォローアップ (134) (25.8%) (0) (0.0%)

支援方法
令和6年度 令和5年度
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（3）支援スキーム別の支援回数およびアドバイザー活動延べ人数 

令和 6 年度の支援スキーム別の支援回数は「部門支援」が 246 回、「導入研修」が 32 回、

「フォローアップ」が 134 回であった。 

アドバイザー活動延べ人数は「部門支援」が延べ 269 人、「導入研修」が延べ 52 人、「フォ

ローアップ」が 135 人であった。 
 

1）支援回数 

 

 

2）アドバイザーの活動延べ人数 

 

 

 

 

 

  

個別支援業務（計） 412 6 418

特別支援 (0) (0) (0)

全体支援 (0) (0) (0)

部門支援 (246) (2) (248)

導入研修 (32) (4) (36)

フォローアップ (134) (0) (134)

合計支援方法 訪問 WEB

延べ人数 割合 延べ人数 割合 延べ人数 割合

個別支援業務（計） 456 29.8% 49 75.4% 407 27.8%

特別支援 (0) (0.0%) (0) (0.0%) (0) (0.0%)

全体支援 (0) (0.0%) (0) (0.0%) (0) (0.0%)

部門支援 (269) (17.6%) (22) (33.8%) (247) (16.8%)

導入研修 (52) (3.4%) (4) (6.2%) (48) (3.3%)

フォローアップ (135) (8.8%) (23) (35.4%) (112) (7.6%)

合計
医業経営
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

医療労務管理
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
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（4）二次医療圏別支援活動の状況 

令和 6 年度の活動状況をみると、最も多かったのは札幌で 119 機関、次いで上川中部が 18

機関、南渡島と十勝が 17 機関であった。 

 

1）二次医療圏別支援活動の状況（医療機関数） 

 

 

 

 

 

 

  

NO.
二次医療

圏
(市町村数)

特別
支援

全体
支援

部門
支援

導入
研修

ﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟ

全体

1
南渡島
(9)

0 0 9 1 8 17

2
南檜山
(5）

0 0 0 0 3 3

3

北渡島
檜山
(4)

0 0 1 0 2 4

4
札幌
(8)

0 0 51 8 55 119

5
後志
(20)

0 0 8 0 1 9

6
南空知
(9)

0 0 3 0 3 6

7
中空知
(10)

0 0 6 0 7 13

8
北空知
(5)

0 0 2 0 3 4

9
西胆振
(6)

0 0 4 0 2 6

10
東胆振
(5)

0 0 1 0 3 5

11
日高
(7)

0 0 3 0 3 5

NO.
二次医療

圏
(市町村数)

特別
支援

全体
支援

部門
支援

導入
研修

ﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟ

全体

12

上川
中部
(10)

0 0 6 1 10 18

13

上川
北部
(8)

0 0 2 0 2 4

14
富良野
(5)

0 0 1 1 2 4

15
留萌
(8)

0 0 3 0 0 3

16
宗谷
(10)

0 0 2 0 1 3

17
北網
(10)

0 0 3 0 9 12

18
遠紋
(8)

0 0 2 0 4 6

19
十勝
(19)

0 0 10 1 8 17

20
釧路
(8)

0 0 7 1 5 11

21
根室
(5)

0 0 2 0 3 4

その他 0 0 0 0 0 0

0 0 126 13 134 273合計
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（イ）相談対応業務 

令和 6 年度での相談対応業務の相談件数は、総計 690 件であった。相談内容をみると、「医師の

働き方改革に関する相談」が 499 件で最も多く、次いで「労務管理に関する相談」が 86 件であっ

た。 
 

（1）相談対応回数 

月 
令和 6 年 令和 5 年  

月 
令和 6 年 令和 5 年 

回数 回数 回数 回数 

4 月 54 136 10 月 57 151 

5 月 74 137 11 月 50 135 

6 月 59 158 12 月 66 143 

7 月 70 167 1 月 50 150 

8 月 65 123 2 月 52 148 

9 月 53 130 3 月 40 123 

合計 690 1,701 

 

相談対応回数の年度比較 
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（2）主な相談内容 

主な相談内容 件数 割合 

1.医師の働き方改革に関する相談 499 72.3％ 

 宿日直許可（申請関連） (145) (21.0%) 

追加的健康確保措置について (106) (15.4%) 

労働時間管理、労働時間の考え方について (42) (6.1%) 

宿日直許可（運用関連） (38) (5.5%) 

医師の労働時間短縮計画について (37) (5.4%) 

賃金、手当等の考え方について (36) (5.2%) 

時間外労働上限規制、特例水準等について (23) (3.3%) 

医師の 36 協定について (21) (3.0%) 

評価センター・評価項目について (21) (3.0%) 

保健所の立入調査について (21) (3.0%) 

裁量労働制、フレックス、変形労働制等について (5) (0.7%) 

その他 (4) (0.6%) 

2.労務管理に関する相談 86 12.5% 

 労働時間、休日、休暇、休憩等について (37) (5.4%) 

医師以外の宿日直許可について (25) (3.6%) 

雇用契約、入退職等について (5) (0.7%) 

就業規則等各種規程、届出について (7) (1.0%) 

その他 (12) (1.7%) 

3. 勤務環境改善に関する相談 53 7.7％ 

 ハラスメントについて (19) (2.8%) 

職員満足度調査について (15) (2.2%) 

離職防止、採用について (12) (1.7%) 

長時間労働削減について (2) (0.3%) 

その他 (5) (0.7%) 

4. 個別支援に関する相談 36 5.2％ 

 講師派遣の問合せ・申込 (27) (3.9%) 

個別支援の問合せ・申込 (9) (1.3%) 

5.その他 16 2.3％ 

 特別償却・助成金等に関する相談 (12) (1.7%) 

ベースアップ評価料について (2) (0.3%) 

その他 (2) (0.3%) 

合計 690 100.0% 
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（ウ）利用勧奨業務 

令和 6 年度は以下の 8 つの要件に該当する医療機関（病院および有床診療所）を抽出し、利用勧

奨を行った。要件に該当し抽出された医療機関であっても、既にセンターを利用している等、利

用勧奨は不要と判断できる医療機関については対象から除外し、716 機関を対象とした。 

 

ⅰ 令和 6 年 4 月の時点において年 1,860 時間超の時間外・休日労働の医師が存在するおそれが

あると考えられる医療機関 

→準備状況調査で、令和 6 年 4 月時点で 1,860 時間超となる勤務医がいる、と回答 

 

ⅱ 今後、特例水準の指定が考えられる医療機関 

→準備状況調査で、令和 6 年 4 月以降に特例水準の指定を予定していると回答 

 

ⅲ 令和 5 年度に実施した準備状況調査において、以下の回答をした宿日直許可申請に関する支

援を行う必要がある医療機関 

① 必要な宿日直許可の申請を予定しているが、具体的な準備には着手していない 

② 必要な宿日直許可の取得のために、申請の準備中 

③ その他の回答から宿日直許可申請にあたって支援を行う必要があるもの 

→準備状況調査で、①②③のいずれかに該当 

 

ⅳ 特例水準の指定を受けている医療機関のうち、次の医療機関 

① 医師労働時間短縮計画に基づく PDCA サイクルを進めるための支援を行う必要がある医療

機関（医療法に基づく 1 年に 1 回の医師の労働時間短縮計画の見直しへの対応を含む） 

② 3 年後の特例水準の指定更新に向けた支援（2035 年度末の連携 B、B 水準廃止に向けて、

指定を受けた医療機関が段階的に労働時間の短縮を図るための取組） 

→特例水準の指定を受けた、もしくは評価センターの評価受審中の医療機関 

 

ⅴ 大学病院 

→3 医育大学 

 

ⅵ A 水準の医療機関で面接指導の実施に向けた支援、医師労働時間短縮計画の策定支援等を行

う必要がある医療機関 

→令和 5 年度に勤改センターが実施したアンケートで時間外・休日労働が年 960 時間超、1,860

時間未満の医師がいると回答した医療機関 

 

ⅶ 地域全体で医師の労働時間を短縮していくための取組を進めていくために支援の必要がある

医療機関 

 →地域医療の観点方支援が必要と考えられる医療機関（地域センター病院） 

 

ⅷ 医療従事者の勤務環境改善その他の医療従事者の確保に資する措置の適切かつ有効な実施を

図り、安全で質の高い医療の提供に資するためのマネジメントシステムの導入に向けた支援

を行う必要がある医療機関 

→道内病院および有床診療所のうち、上記以外の全ての医療機関 
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（1）アプローチ結果 

 
   注：同じ医療機関に対し、訪問または電話による利用勧奨を複数回実施しているケースあり。 

 

（2）センターの利用意向 

 
 

（3）二次医療圏別 利用勧奨実績 

 
 

 

 

  

ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ ⅴ ⅵ ⅶ ⅷ 計

3 2 3 16 0 23 17 652 716

DM/発送件数 0 0 0 12 0 11 17 628 668

訪問/回数 1 1 0 12 0 3 4 62 83

電話/回数 3 2 3 1 0 17 0 271 297

対象医療機関数

ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ ⅴ ⅵ ⅶ ⅷ 計

支援希望 0 0 0 7 1 1 6 15 30

必要になったら連絡する 3 2 0 14 1 4 15 91 130

支援希望しない 1 0 1 0 0 2 2 66 72

支援不要（困りごとなし等） 0 1 2 1 0 1 9 125 139

取次拒否、いつも不在等 0 0 0 0 0 2 1 6 9

計 4 3 3 22 2 10 33 303 380

訪問 電話

1 南渡島 3 21 24

2 南檜山 0 2 2

3 北渡島檜山 2 1 3

4 札幌 34 145 179

5 後志 5 10 15

6 南空知 1 11 12

7 中空知 4 7 11

8 北空知 1 1 2

9 西胆振 2 13 15

10 東胆振 2 6 8

No. 二次医療圏
手法

合計

計 380 件 

訪問 電話

11 日高 2 5 7

12 上川中部 4 19 23

13 上川北部 1 2 3

14 富良野 0 1 1

15 留萌 3 2 5

16 宗谷 2 3 5

17 北網 3 15 18

18 遠紋 0 4 4

19 十勝 7 18 25

20 釧路 6 9 15

21 根室 1 2 3

83 297 380

No. 二次医療圏
手法

合計

合計
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（エ）医療機関への勤務環境改善支援の全体の件数 

 

【再掲】支援実施医療機関数 

 
 

【再掲】支援回数 

 
 

【再掲】アドバイザーの活動延べ人数 

  

医療機関数 割合 医療機関数 割合

（ア）個別支援業務（小計） 273 52.6% 165 40.6%

特別支援 (0) (0.0%) (6) (1.5%)

全体支援 (0) (0.0%) (0) (0.0%)

部門支援 (126) (24.3%) (149) (36.7%)

導入研修 (13) (2.5%) (10) (2.5%)

フォローアップ (134) (25.8%) (0) (0.0%)

（イ）相談対応業務 163 31.4% 327 80.5%

（ウ）利用勧奨業務 373 71.9% 155 38.2%

519 － 406 －

令和6年度 令和5年度

対象医療機関

支援方法

回数 割合 回数 割合

（ア）個別支援業務（小計） 412 27.8% 359 16.2%

特別支援 (0) (0.0%) (36) (1.6%)

全体支援 (0) (0.0%) (0) (0.0%)

部門支援 (246) (16.6%) (312) (14.1%)

導入研修 (32) (2.2%) (11) (0.5%)

フォローアップ (134) (9.0%) () (0.0%)

（イ）相談対応業務 690 46.6% 1701 76.8%

（ウ） 380 25.6% 155 7.0%

1,482 100.0% 2,215 100.0%

支援方法
令和6年度

合計

令和5年度

利用勧奨業務

延べ人数 割合 延べ人数 割合 延べ人数 割合

（１）個別支援業務（小計） 456 29.8% 49 75.4% 407 27.8%

特別支援 (0) (0.0%) (0) (0.0%) (0) (0.0%)

全体支援 (0) (0.0%) (0) (0.0%) (0) (0.0%)

部門支援 (269) (17.6%) (22) (33.8%) (247) (16.8%)

導入研修 (52) (3.4%) (4) (6.2%) (48) (3.3%)

フォローアップ (135) (8.8%) (23) (35.4%) (112) (7.6%)

（２）相談対応業務 690 45.1% (0) 0.0% 690 47.1%

（３）利用勧奨業務 385 25.1% 16 24.6% 369 25.2%

1,531 100.0% 65 100.0% 1,466 100.0%

医療労務管理
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

合計

合計
医業経営
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
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【再掲】二次医療圏別支援活動の状況（医療機関数） 

 
  

（ア）個別支援業務

NO.
二次医療

圏
(市町村数)

特別
支援

全体
支援

部門
支援

導入
研修

ﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟ

1
南渡島
(9)

0 0 9 1 8 11 24 33

2
南檜山
(5）

0 0 0 0 3 0 2 5

3

北渡島
檜山
(4)

0 0 1 0 2 1 3 6

4
札幌
(8)

0 0 51 8 55 75 175 237

5
後志
(20)

0 0 8 0 1 6 15 21

6
南空知
(9)

0 0 3 0 3 5 12 16

7
中空知
(10)

0 0 6 0 7 11 10 18

8
北空知
(5)

0 0 2 0 3 3 2 4

9
西胆振
(6)

0 0 4 0 2 3 15 16

10
東胆振
(5)

0 0 1 0 3 3 8 12

11
日高
(7)

0 0 3 0 3 3 7 7

12

上川
中部
(10)

0 0 6 1 10 9 23 33

(イ)
相談
対応

(ウ)
利用
勧奨

全体
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NO.
二次医療

圏
(市町村数)

特別
支援

全体
支援

部門
支援

導入
研修

ﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟ

全体

1
南渡島
(9)

0 0 9 1 8 17

2
南檜山
(5）

0 0 0 0 3 3

3

北渡島
檜山
(4)

0 0 1 0 2 4

4
札幌
(8)

0 0 51 8 55 119

5
後志
(20)

0 0 8 0 1 9

6
南空知
(9)

0 0 3 0 3 6

7
中空知
(10)

0 0 6 0 7 13

8
北空知
(5)

0 0 2 0 3 4

9
西胆振
(6)

0 0 4 0 2 6

10
東胆振
(5)

0 0 1 0 3 5

11
日高
(7)

0 0 3 0 3 5
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イ 北海道の医療機関における働き方改革に向けた基礎調査 

 

道内医療機関における労務管理の状況、長時間労働にある医師の把握、特例水準指定への準備状況などを

把握し、病院のニーズに即した具体的な支援策の検討・実行につなげるため、北海道の医療機関全体の勤

務環境改善にかかる取組の現状把握・課題整理を目的として、道内医療機関を対象としたアンケート調査

を実施した。「医師労働時間短縮計画案」の策定が必要な医療機関、策定を希望する医療機関を把握する

とともに、働き方改革に関連した医師派遣や医療提供体制への影響について調査した。 

 
（1）調査概要 

項目 内容 

調査対象 ・北海道内の病院、有床診療所、急病センター 

（病院 533 機関、有床診療所 314 機関、急病センター16 機関、合計 863 機関） 

調査期間 ・令和 6 年 6 月～令和 6 年 7 月 

調査件数 ・病院 337 機関、有床診療所 73 機関、急病センター7 機関、合計 417 機関 

調査方法 ①利用勧奨対象病院 

・予め調査票を送付して記入を依頼し、アドバイザーが訪問して回収。 

・訪問の際に、回答内容の確認及び追加のヒアリングを行い、必要に応じて助

言、センターの利用勧奨を行った。 

②利用勧奨対象外の病院および有床診療所、急病センター 

・郵送により実施、回答は Excel での回答とした。 

 

 
（2）調査結果（抜粋）  

 
 1）回答状況 

 
 

 
問１ 病院・診療所の別 

 
 

  

病院 有床診
急病セン

ター

発送数 863 533 314 16

回収数 417 337 73 7

件数 回収率

48.3%

全体 病院 診療所 急病センター

件 割合 件 割合 件 割合 件 割合

合計 417 100.0% 337 100.0% 73 100.0% 7 100.0%

1 病院（病床数100床未満） 126 30.2% 126 37.4% 0 0.0% 0 0.0%

2 病院（病床数100床以上200床未満） 116 27.8% 116 34.4% 0 0.0% 0 0.0%

3 病院（病床数200床以上500床未満） 79 18.9% 79 23.4% 0 0.0% 0 0.0%

4 病院（病床数500床以上） 16 3.8% 16 4.7% 0 0.0% 0 0.0%

5 有床診療所 73 17.5% 0 0.0% 73 100.0% 0 0.0%

6 夜間・休日などの急病センター 7 1.7% 0 0.0% 0 0.0% 7 100.0%

6 無回答 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
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問 2（2）令和 6 年度に時間外・休日労働が年 960 時間超または年 1,860 時間超となる見込みの勤務医 

 
 

問 2（3）医師への適用水準について 

 
 

問 2（4）令和 6 年 4 月時点における適用水準医師数  

※問 2(3)「2.A､連携 B､B､C 水準のいずれかを併用で、令和 5 年度末までに特定労務管理対象機関として北海道から指

定を受けている」と回答した医療機関 

 

○B 水準 

 
 

○連携 B 水準 

 
 

  

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 417 100.0% 337 100.0% 73 100.0% 7 100.0%

1 960時間超となる医師はいない 394 94.5% 315 93.5% 72 98.6% 7 100.0%

2 960時間超、1,860時間未満となる医師がいる 22 5.3% 22 6.5% 0 0.0% 0 0.0%

3 1,860時間超となる医師がいる 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

4 無回答 1 0.2% 0 0.0% 1 1.4% 0 0.0%

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 417 100.0% 337 100.0% 73 100.0% 7 100.0%

1 383 91.8% 310 92.0% 66 90.4% 7 100.0%

2 21 5.0% 18 5.3% 3 4.1% 0 0.0%

3 7 1.7% 7 2.1% 0 0.0% 0 0.0%

無回答 6 1.4% 2 0.6% 4 5.5% 0 0.0%

A水準のみ(全ての勤務医の時間外・休日労働が年
960時間以内である）

A､連携B､B､C水準のいずれかを併用で、令和5年度末
までに特定労働管理対象機関として北海道から指定を

受けている

A､連携B､B､C水準のいずれかを併用で、令和6年度中

に特定労働管理対象機関として北海道から指定を受け
る予定

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 21 100.0% 18 100.0% 3 100.0% －

１人以上10人未満 1 4.8% 1 5.6% 0 0.0%

10人以上20人未満 5 23.8% 5 27.8% 0 0.0%

20人以上50人未満 4 19.0% 4 22.2% 0 0.0%

50人以上 2 9.5% 2 11.1% 0 0.0%

無回答 9 42.9% 6 33.3% 3 100.0%

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 21 100.0% 18 100.0% 3 100.0% －

0人 2 9.5% 2 11.1% 0 0.0%

1人以上10人未満 1 4.8% 1 5.6% 0 0.0%

10人以上20人未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

20人以上50人未満 1 4.8% 1 5.6% 0 0.0%

50人以上 1 4.8% 1 5.6% 0 0.0%

無回答 16 76.2% 13 72.2% 3 100.0%
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○C-1 水準（臨床研修医） 

 
 

○C-1 水準（専攻医） 

 
 

○C-2 水準 

 
 

問 2（5）時間外・休日労働が 1 ヵ月 100 時間を超える可能性がある医師  

※問 2(3)「1.A 水準のみ」と回答した医療機関  

 
 

問 2（6）追加的健康確保措置の面接指導医師の確保状況  

※問 2(5)「2.1 ヵ月 100 時間を超える可能性がある医師がいる」と回答した医療機関 

 
 

  

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 21 100.0% 18 100.0% 3 100.0% －

0人 3 14.3% 3 16.7% 0 0.0%

１人以上10人未満 1 4.8% 1 5.6% 0 0.0%

10人以上20人未満 2 9.5% 2 11.1% 0 0.0%

30人以上 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無回答 15 71.4% 12 66.7% 3 100.0%

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 21 100.0% 18 100.0% 3 100.0% －

0人 4 19.0% 4 22.2% 0 0.0%

１人以上10人未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

30人以上 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無回答 17 81.0% 14 77.8% 3 100.0%

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 21 100.0% 18 100.0% 3 100.0% －

0人 4 19.0% 4 22.2% 0 0.0%

１人以上10人未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

30人以上 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

無回答 17 81.0% 14 77.8% 3 100.0%

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 383 100.0% 310 100.0% 66 100.0% 7 100.0%

1 1ヵ月10時間を超える医師はいない 368 96.1% 296 95.5% 65 98.5% 7 100.0%

2 1ヵ月100時間を超える可能性がある医師がいる 12 3.1% 12 3.9% 0 0.0% 0 0.0%

無回答 3 0.8% 2 0.6% 1 1.5% 0 0.0%

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 12 100.0% 12 100.0% － －

1 確保している 11 91.7% 11 91.7%

2 準備中 1 8.3% 1 8.3%

3 確保する予定がない 0 0.0% 0 0.0%

無回答 0 0.0% 0 0.0%
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問 2（7）令和 6 年 4 月～6 月までに追加的健康確保措置による面接指導を受けた医師の人数 

 
 

問 3（1）36 協定の締結・届出の状況について 

 
 

問 3（2）締結した 36 協定に医師は含まれているか  

※問 3(1)「1.36 協定を締結・届出している」と回答した医療機関 

 
 

問 3（3）36 協定を締結していない理由  

※問 3(1)「2.36 協定を締結・届出していない」と回答した医療機関  

 

 

  

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 417 100.0% 337 100.0% 73 100.0% 7 100.0%

1 おおよそ1～10名以下 18 4.3% 18 5.3% 0 0.0% 0 0.0%

2 おおよそ11～20名以下 2 0.5% 2 0.6% 0 0.0% 0 0.0%

3 おおよそ21～30名以下 1 0.2% 1 0.3% 0 0.0% 0 0.0%

4 おおよそ31名以上 1 0.2% 1 0.3% 0 0.0% 0 0.0%

5 面接指導を受けた医師はいない 26 6.2% 22 6.5% 4 5.5% 0 0.0%

無回答 369 88.5% 293 86.9% 69 94.5% 7 100.0%

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 417 100.0% 337 100.0% 73 100.0% 7 100.0%

1 36協定を締結・届出している 369 88.5% 313 92.9% 52 71.2% 4 57.1%

2 36協定を締結・届出してない 23 5.5% 13 3.9% 9 12.3% 1 14.3%

3 36協定を締結・届出する必要がない 23 5.5% 10 3.0% 11 15.1% 2 28.6%

無回答 2 0.5% 1 0.3% 1 1.4% 0 0.0%

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 369 100.0% 313 100.0% 52 100.0% 4 100.0%

1 勤務医を36協定に含めている 300 81.3% 269 85.9% 30 57.7% 1 25.0%

2 勤務医を36協定に含めていない 66 17.9% 41 13.1% 22 42.3% 3 75.0%

無回答 3 0.8% 3 1.0% 0 0.0% 0 0.0%

【勤務医を36協定に含めない理由】

・管理監督者・院長のみのため（23件）

・勤務医はいないため(6件)

・勤務医は派遣医、非常勤医のみ(5件)

・時間外勤務がほとんどない（7件）

複数回答

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

全体 23 104.3% 13 100.0% 9 100.0% 1 200.0%

1 必要かどうかわからない 5 21.7% 2 15.4% 3 33.3% 0 0.0%

2 手続きや手順が分からない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

3 多忙のため 10 43.5% 6 46.2% 3 33.3% 1 100.0%

4 その他 9 39.1% 5 38.5% 3 33.3% 1 100.0%

【その他の主な内容】

・ほどんど残業がないため

・将来的に締結を予定している

・締結していたが、途切れてしまい更新できていない。
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問 3（4）36 協定を締結する必要がない理由  

※問 3(1)「3.36 協定を締結・届出する必要がない」と回答した医療機関  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 4 医師の派遣について 

（1）大学等の医療機関から派遣されている医師の働き方改革に関連した引き揚げや派遣縮小状況に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 4（4）他の医療機関へ派遣している医師の働き方改革に関連した引き揚げや派遣の縮小はあった

か  

 
 

  

複数回答

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

全体 417 337 73 7

1 派遣医師を引き揚げ・縮小をした 6 1.4% 6 1.8% 0 0.0% 0 0.0%

2 派遣医師を引き揚げ・縮小する予定がある 1 0.2% 1 0.3% 0 0.0% 0 0.0%

3 派遣医師の引き揚げ・縮小はない 136 32.6% 131 38.9% 4 5.5% 1 14.3%

4 医師派遣は行っていない 262 62.8% 190 56.4% 66 90.4% 6 85.7%

複数回答

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

全体 417 337 73 7

1 派遣元医療機関からの派遣医師数が減少した 15 3.6% 11 3.3% 3 4.1% 1 14.3%

2 13 3.1% 13 3.9% 0 0.0% 0 0.0%

3 4 1.0% 2 0.6% 1 1.4% 1 14.3%

4 派遣医師数の減少・派遣縮小はなかった 287 68.8% 253 75.1% 30 41.1% 4 57.1%

5 医師派遣は受けていない 95 22.8% 57 16.9% 36 49.3% 2 28.6%

派遣医師の派遣日数・時間数が減少するなど派遣
縮小があった

今後、派遣元医療機関からの派遣医師数の減少や
派遣縮小の見込みがある

複数回答

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

全体 23 10 11 2

1 時間外・休日労働が一切発生しないため 16 69.6% 7 70.0% 7 63.6% 2 100.0%

2 設置主体が自治体立のため、不要だと考えている 2 8.7% 1 10.0% 1 9.1% 0 0.0%

3 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

4 その他 5 21.7% 2 20.0% 3 27.3% 0 0.0%

【その他の主な内容】

・時間外労働が極めて少なく、休日労働が発生しないため

・常勤医師は管理監督職員のため不要だと考えている

過去に届出したことがあり、改めての提出は不要だ
と考えている
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複数回答

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

全体 5 4 1 －

1 救急の診療時間の縮小 2 40.0% 1 25.0% 1 100.0%

2 救急対応を行う医師数の削減 1 20.0% 0 0.0% 1 100.0%

3 救急当番日の見直し 3 60.0% 3 75.0% 0 0.0%

4 手術症例の制限 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

5 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

6 その他 1 20.0% 1 25.0% 0 0.0%

【その他の主な内容】

・消化器内科の入院患者の抑制、外来日の減少

対応可能な診療科の制限

問 5 医師の働き方改革の施行に伴う救急医療提供体制への影響について 

（2）医師の働き方改革の施行に伴う医師の引き揚げや時間外・休日労働時間の上限規制等による自

施設の救急医療提供体制への影響について 

 
 

問 5（3）救急医療提供体制の縮小等の内容について  

※問 5(2)「1.診療体制の縮小等を行った」「2.診療体制の縮小等を行っていないが、縮小等を予定しており準備を進め

ている」と回答した医療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 5（4）考えられる主たる理由  

※問 5(2)「1.診療体制の縮小等を行った」「2.診療体制の縮小等を行っていないが、縮小等を予定しており準備を進め

ている」と回答した医療機関 

 

 

 

 

 

 

  

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 417 100.0% 337 100.0% 73 100.0% 7 100.0%

1 診療体制の縮小を行った 4 1.0% 3 0.9% 1 1.4% 0 0.0%

2 1 0.2% 1 0.3% 0 0.0% 0 0.0%

3 398 95.4% 322 95.5% 69 94.5% 7 100.0%

無回答 14 3.4% 11 3.3% 3 4.1% 0 0.0%

診療体制の縮小等を行っていないが、縮小等を予定
しており準備を進めている

診療体制の縮小等は行っていない(今後も予定して
いない)

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 5 4 1 －

1 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

2-1 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

2-2 1 20.0% 1 25.0% 0 0.0%

2-3 3 60.0% 3 75.0% 0 0.0%

2-4 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

2-5 その他の縮小 1 20.0% 0 0.0% 1 100.0%

3 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

4 その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

5 不明 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

【その他の縮小の主な内容】

・地域包括診療における24時間365日対応ができる医師の確保が不可能であるため

派遣医師数の減少や異動による救急科の体制の縮
小

周辺の医療機関における救急医療提供体制の充実

A水準を維持するための、救急車応需の差し控え

取得した宿日直許可の維持のために救急車応需の差し
控えが必要と考えたため

救急医療提供体制と関連のない理由(医療需要の
変化、高齢者施設の減少など）

救急科以外の診療科の体制縮減
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問 5（5）診療体制の縮小等による地域の救急医療提供体制への影響について   

※問 5(2)「1.診療体制の縮小等を行った」「2.診療体制の縮小等を行っていないが、縮小等を予定しており準備を進め

ている」と回答した医療機関 

 
問 5（6）具体的な状況・理由  

※問 5(5)「1 自施設の診療体制の縮小等により、地域の救急医療提供体制の確保は困難となる見込み」「3.地域の救急

医療提供体制への影響は不明」と回答した医療機関 

 
 

問 5（7）今後の対応予定について  

※問 5(5)「1 自施設の診療体制の縮小等により、地域の救急医療提供体制の確保は困難となる見込み」「3.地域の救急

医療提供体制への影響は不明」と回答した医療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 6 医師の働き方改革の施行に伴う周産期医療提供体制への影響について 

（1）分娩を取り扱っているか。 

 

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 5 100.0% 4 100.0% 1 100.0% －

1 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

2 1 20.0% 1 25.0% 0 0.0%

3 地域の救急医療提供体制への影響は不明 4 80.0% 3 75.0% 1 100.0%

無回答 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

自施設の診療体制の縮小等により、地域の救急医
療提供体制の確保は困難となる見込み

自施設の診療体制の縮小等を行っても、地域の救
急医療提供体制は確保できる見込み

・当番制による2次救急を実施しているが、当番日の宿日直が基準監督置の許可外であるため、自院の医師の対応が制限を受ける状況にある

・現時点では他院。状況も不明のため影響度の評価はできない。

・月5～6回の二次救急輪番（24時間体制）を担当しているが、消化器内科医の減、消化器外科医の減により、救急対応への能力はすくなあらず落ち
ている

・これまで、地域包括診療の一環として通院中患者のマイナートラブルについては電話応対によりアドバイスするなどして地域医療レベルで救急未満
の患者の診療を行っていたが、24時間365日オンコール体制として医師を働かせることが不適当であると考え、一旦その機能を縮小した。オンコール体
制の就労定義が明確化すれば再開する可能性はある。

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 417 100.0% 337 100.0% 73 100.0% 7 100.0%

1 分娩を取り扱っている 45 10.8% 41 12.2% 4 5.5% 0 0.0%

2 分娩を取り扱っていない 371 89.0% 296 87.8% 68 93.2% 7 100.0%

無回答 1 0.2% 0 0.0% 1 1.4% 0 0.0%

複数回答

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

全体 4 3 1 －

1 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

2 1 25.0% 1 33.3% 0 0.0%

3 1 25.0% 0 0.0% 1 100.0%

4 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

5 2 50.0% 2 66.7% 0 0.0%

6 その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

5 未定 1 25.0% 1 33.3% 0 0.0%

自院の医師の働き方の見直し(医師の雇用、タスクシフト
/シェア、ICTの活用など）を行う・考慮(検討)する

都道府県等(勤務環境改善担当、救急担当など)や医療勤務

環境改善支援センターに相談を行う・考慮(検討)する

地域の医療機関間で医療提供体制の協議(輪番制の見
直し、役割分担など）の要請を行う・考慮(検討)する

現状では特に追加の対応は不要と考え、対応予定
はない

特例水準の指定申請を行う・考慮(検討)する
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問 6（3）医師の働き方改革の施行の伴う周産期医療提供体制への影響  

※問 6(1)「1.分娩を取り扱っている」と回答した医療機関 

 
 

問 7 医師の働き方改革の施行に伴う診療体制（救急・周産期医療を除く）への影響について 

（1）医師の働き方改革に伴う医師の引き揚げや時間外・休日労働時間の上限規制等による診療体制

（救急・周産期医療を除く）への影響（概ね令和 6 年 1～5 月に行ったもの） 

 
 

問 7（2）診療体制の縮小等の内容 

※問 7(1)「1.診療体制の縮小等を行った」「2.診療体制の縮小等を行っていないが、縮小等を予定しており準備を進め

ている」と回答した医療機関 

 
 

  

病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 45 100.0% 41 100.0% 4 100.0% －

1 診療体制の縮小等を行った 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

2 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

3 45 100.0% 41 100.0% 4 100.0%

無回答 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

全体

診療体制の縮小等を行っていないが、縮小等を予定
しており準備を進めている

診療体制の縮小等は行っていない（今後も予定して
いない）

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 417 100.0% 337 100.0% 73 100.0% 7 100.0%

1 診療体制の縮小等を行った 15 3.6% 12 3.6% 3 4.1% 0 0.0%

2 2 0.5% 2 0.6% 0 0.0% 0 0.0%

3 396 95.0% 321 95.3% 68 93.2% 7 100.0%

無回答 4 1.0% 2 0.6% 2 2.7% 0 0.0%

診療体制の縮小等を行っていないが、縮小等を予定
しており準備を進めている

診療体制の縮小等は行っていない（今後も予定して
いない）

複数回答

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

全体 17 14 3 －

1 11 64.7% 9 64.3% 2 66.7%

2 入院患者の受入の縮小 1 5.9% 1 7.1% 0 0.0%

3 手術症例の制限 1 5.9% 0 0.0% 1 33.3%

4 診療科の廃止 3 17.6% 3 21.4% 0 0.0%

5 その他 4 23.5% 3 21.4% 1 33.3%

【その他の主な内容】

・外来予約制の導入

・二次急当番日の削減

・時間外対応の縮小

・消化器内科の入院患者数の抑制・外来日の減少、外科の外来日の減少

外来診療（診療時間の短縮、診療枠の削減など）の
縮小
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問 7（3）診療体制の縮小等を実施した診療科  

※問 7(1)「1.診療体制の縮小等を行った」「2.診療体制の縮小等を行っていないが、縮小等を予定しており準備を進め

ている」と回答した医療機関 

 
 

問 7（4）診療体制の縮小等による地域の医療提供体制への影響について   

※問 7(1)「1.診療体制の縮小等を行った」「2.診療体制の縮小等を行っていないが、縮小等を予定しており準備を進め

ている」と回答した医療機関 

 
 

問 7（6）今後の対応予定について  

※問 7(4)「1.自施設の診療体制の縮小等により、地域の医療提供体制の確保は困難となる見込み」「3.地域の医療提供

体制への影響は不明」と回答した医療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

複数回答

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

全体 17 14 3 －

1 内科 9 52.9% 7 50.0% 2 66.7%

2 外科 7 41.2% 6 42.9% 1 33.3%

3 小児科 1 5.9% 1 7.1% 0 0.0%

4 その他 6 35.3% 5 35.7% 1 33.3%

【その他の主な診療科】

・整形外科、産婦人科、呼吸器内科、脳神経外科、精神科・心療内科

【具体的な影響の主な内容】

・土曜日を休診日にした

・診療時間の短縮　等

全体 病院
n=312

診療所
n=140

急病センター

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 17 100.0% 14 100.0% 3 100.0% －

1 1 5.9% 1 7.1% 0 0.0%

2 5 29.4% 4 28.6% 1 33.3%

3 地域の医療提供体制への影響は不明 10 58.8% 8 57.1% 2 66.7%

無回答 1 5.9% 1 7.1% 0 0.0%

自施設の診療提供体制の縮小等を行っても、地域
の医療提供体制は確保できる見込み

自施設の診療体制の縮小等により、地域の医療提
供体制の確保は困難となる見込み

複数回答

全体 病院
n=312件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

全体 11 9 2 －

1 5 45.5% 4 44.4% 1 50.0%

2 1 9.1% 1 11.1% 0 0.0%

3 3 27.3% 2 22.2% 1 50.0%

4 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

5 2 18.2% 2 22.2% 0 0.0%

6 その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

7 未定 2 18.2% 2 22.2% 0 0.0%

現状では特に追加の対応は不要と考え、対応予定
はない

特例水準の指定申請を行う・考慮(検討）する

自院の医師の働き方の見直し（医師の雇用、タスクシフ
ト／シェア、ICTの活用など）を行う・考慮(検討)する

都道府県等（勤務環境改善担当）や医療勤務環境改善支援

センターに相談を行う・考慮（検討）する

地域の医療機関間で医療提供体制のk評議（輪番体制の見

直し、役割分担など）の要請を行う・考慮(検討）する

急病センター診療所
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問 8 医療機関全体（医師に限らず全ての職種）として働き方改革についての課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 9（1）北海道医療勤務環境改善支援センターの認知度 

 
 

問 9（2）北海道医療勤務環境改善支援センターによる勤務環境改善に係る支援に関心があるか 

 
 

 

 

  

全体 病院
n=315

診療所
n=141件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 417 100.0% 337 100.0% 73 100.0% 7 100.0%

1 何をしている組織か知っている 280 67.1% 254 75.4% 20 27.4% 6 85.7%

2 組織名だけ聞いたことがある 87 20.9% 56 16.6% 31 42.5% 0 0.0%

3 知らない 44 10.6% 22 6.5% 21 28.8% 1 14.3%

4 その他 2 0.5% 2 0.6% 0 0.0% 0 0.0%

5 無回答 4 1.0% 3 0.9% 1 1.4% 0 0.0%

急病センター

全体 病院
n=315

診療所
n=141件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

合計 417 100.0% 337 100.0% 73 100.0% 7 100.0%

1 102 24.5% 93 27.6% 4 5.5% 5 71.4%

2 15 3.6% 15 4.5% 0 0.0% 0 0.0%

3 関心があり、話を聞いてみたい 31 7.4% 23 6.8% 8 11.0% 0 0.0%

4 関心はあるが、今は必要ない 211 50.6% 170 50.4% 39 53.4% 2 28.6%

5 関心がない 36 8.6% 18 5.3% 18 24.7% 0 0.0%

6 その他 13 3.1% 12 3.6% 1 1.4% 0 0.0%

無回答 9 2.2% 6 1.8% 3 4.1% 0 0.0%

以前支援を受けていたが、再度支援を受けたい

急病センター

支援を受けている、または以前支援を受けており、
今は必要ない

複数回答

全体 病院
n=315

診療所
n=141件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

全体 417 337 73 7

1 残業が多い、有給休暇が取れない 72 17.3% 66 19.6% 6 8.2% 0 0.0%

2 業務改善したいがうまくいかない 52 12.5% 44 13.1% 7 9.6% 1 14.3%

3 離職率が高い、人材が定着しない 83 19.9% 71 21.1% 11 15.1% 1 14.3%

4 人材を募集しても応募がない 260 62.4% 220 65.3% 36 49.3% 4 57.1%

5 ハラスメントに関する課題がある 31 7.4% 29 8.6% 1 1.4% 1 14.3%

6 接遇に関する課題がある 60 14.4% 53 15.7% 6 8.2% 1 14.3%

7 宿日直許可の手続き等が分からない 4 1.0% 3 0.9% 1 1.4% 0 0.0%

8 人材育成に課題がある 113 27.1% 100 29.7% 12 16.4% 1 14.3%

9 人事評価制度がない、有効に機能していない 78 18.7% 68 20.2% 8 11.0% 2 28.6%

10 タスクシフト・タスクシェアが進まない 57 13.7% 51 15.1% 6 8.2% 0 0.0%

11 その他 23 5.5% 12 3.6% 10 13.7% 1 14.3%

急病センター
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ウ 医師の宿日直許可申請  

 

（ア）医師の宿日直許可に関する支援状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）【参考】勤改センターが把握した北海道内における病院の宿日直許可取得状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※・センター実施によるアンケート調査（令和 4 年度～令和 5 年度） 

・電話による状況確認（令和 4 年～令和 6 年度） 

・宿日直許可支援の実施（令和 4 年～令和 6 年度） 

によって把握した。 

   

  

内容 件数 割合 

許可を取得 19 50.0% 

準備中・申請中（センターによる支援を実施中） 7 18.4% 

自力で申請する（相談のみで支援終了） 7 18.4% 

申請不要・申請取り下げ 4 10.5% 

次年度取得予定 1 2.6% 

合計 38 100.0% 

内容 件数 割合 

許可取得済み 464 87.1% 

準備中・申請中 8 1.5% 

申請できず（許可基準を満たせない） 3 0.6% 

申請不要（宿直免除、オンコール等) 48 9.0% 

手付かずの可能性が高い 4 0.75% 

連絡付かず（センターへの対応拒否等） 6 1.1% 

合計 533 100.0% 
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エ 特定労務管理対象機関の指定を受ける医療機関に対する支援 

 

 センターでは、特定労務管理対象機関の指定を受けるための支援を実施している。令和 6 年度に指

定を受けるため、センターが支援した医療機関は 7 機関となっている。センターでは自己評価項目の

一つ一つに対し、取組内容の記載方法や添付する根拠資料について具体的なアドバイスを行い、評価

受審が円滑に進むよう支援している。 

 

特定労務管理対象機関について 

NO. 医療機関名 開設主体 二次医療圏域 水準 進捗状況 

1 市立函館病院 市町村 南渡島 B 令和 6年 9月指定 

2 札幌孝仁会記念病院 医療法人 札幌 B 令和 6年 8月指定 

3 札幌医科大学附属病院 地独法人 札幌 B、連携 B 令和 6年 12 月指定 

4 日高徳洲会病院 医療法人 日高 B 令和 6年 12 月指定 

5 市立稚内病院 市町村 宗谷 B、C-1 令和 6年 8月指定  

6 釧路孝仁会記念病院 医療法人 釧路 B 令和 6年 8月指定 

7 ＪＣＨＯ北海道病院 国 札幌 B 令和 7年 3月指定 
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オ 特定労務管理対象機関に指定された医療機関に対する支援 

 

 センターでは、特定労務管理対象機関に指定された医療機関に対し、支援を実施している。令和 6

年度に特定労務管理対象機関の指定を受けた医療機関は 21 機関となっており、全ての医療機関に対

し、立入検査前の準備の説明や立入検査後の保健所からの指摘事項に関する助言、医師労働時間短縮

計画ガイドライン改正についての説明、時短計画見直しに係る参考資料等北海道への提出書類作成に

関する助言など、年間を通じて継続的な支援を実施している。 

 

特定労務管理対象機関に指定された医療機関（令和 6 年 3 月 20 日現在） 

NO. 医療機関名 所在地 
指定 

水準 
直近の支援内容 

1 市立函館病院 函館市 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

2 北海道大学病院 札幌市 B、連携 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

3 
北海道立子ども総合医

療・療育センター 
札幌市 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

4 市立札幌病院 札幌市 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

5 勤医協中央病院 札幌市 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

6 札幌徳洲会病院 札幌市 B・C－１ ガイドライン改定について説明・助言実施 

7 札幌東徳洲会病院 札幌市 B・C－１ ガイドライン改定について説明・助言実施 

8 札幌孝仁会記念病院 札幌市 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

9 札幌医科大学付属病院 札幌市 B、連携 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

10 砂川市立病院 砂川市 B・C－１ ガイドライン改定について説明・助言実施 

11 製鉄記念室蘭病院 室蘭市 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

12 日高徳洲会病院 新ひだか町 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

13 旭川医科大学病院 旭川市 B、連携 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

14 市立旭川病院 旭川市 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

15 名寄市立総合病院 名寄市 B・C－１ ガイドライン改定について説明・助言実施 

16 市立稚内病院 稚内市 B・C－１ ガイドライン改定について説明・助言実施 

17 帯広厚生病院 帯広市 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

18 釧路労災病院 釧路市 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

19 市立釧路総合病院 釧路市 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

20 釧路赤十字病院 釧路市 B ガイドライン改定について説明・助言実施 

21 釧路孝仁会記念病院 釧路市 B ガイドライン改定について説明・助言実施 
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カ 適切な労務管理体制の整備や労働時間短縮に向けた総合的支援 

 

 令和 5 年度までに宿日直許可に係る支援を実施した医療機関のうち、令和 6 年度に訪問していない

147 機関を対象に、宿日直許可取得後の適切な労務管理についてのフォロー訪問を実施した。（実施

期間：10 月～2 月末まで） 

訪問に際しては、宿日直許可以外の労務管理に関する質問等にもその場で対応し、同時にセンター

ができる支援（特にハラスメント対策。人材定着、業務改善）について周知することで、個別支援に

つなげた。 

 

訪問件数 

10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 
訪問不可 

先方が 

希望しなかった 
計 

11 44 22 28 29 13 147 

 

 

 

  



25 

 

キ 研修会・セミナーの開催状況 

 

 医療勤務環境改善に向け、医療機関関係者の理解を深めるため、北海道労働局・北海道・北海道医

師会と連携し研修会を開催した。また、北海道内の医療機関が積極的に勤務環境改善に取組めるよ

う、地域の関係団体と連携し、セミナーを開催した。 

 

（ア）研修会 

 
（1）医師の働き方改革全道セミナー 

  

A 水準、B 水準、連携 B 水準、C-1 水準、C-2 水準のそれぞれが準備すべきポイントについ

て説明するとともに、医師の時間外労働上限規制にかかる 36 協定、宿日直許可、自己研鑽等

について、北海道および北海道労働局より行政説明を行った。 

また、会場後方に相談ブースを設け、セミナー終了後に希望者に対し個別相談対応を行っ

た。 

 

【開 催 場 所】 札幌市、函館市、帯広市、釧路市、新ひだか町、稚内市、旭川市、中標津町、 

滝川市、留萌市、北見市、室蘭市の 12 ヵ所、計 13 回 （札幌市のみ 2 回開催） 

【開 催 日】 令和 6 年 7 月 2 日（火）～9 月 27 日（金） 各会場 14：00～15：30 

【開 催 方 法】 来場（札幌会場のみ、来場・ＷＥＢのハイブリット型）   

【対   象】 病院・診療所の事務長、労務管理担当者、医師等   

 

1）参加人数 

会場 

参加 
相談 

ブース 
人数 職種 

WEB 来場 医師 事務職 その他 

札幌 7/2  31 21 4 37 11 5 

函館 7/4   6 0 4 2 0 

帯広 7/10   11 0 8 3 0 

釧路 7/17   3 0 2 1 0 

日高 7/24   5 0 4 1 0 

稚内 7/30   4 0 3 1 0 

旭川 8/7    4 1 2 1 0 

中標津 8/20   3 0 1 2 0 

滝川 8/23   4 0 3 1 0 

留萌 8/27   4 0 3 1 1 

北見 9/3  5 0 4 1 0 

室蘭 9/12  4 0 3 1 0 

札幌 9/27 5 5 0 2 3 0 

合計 36 77 5 76 27 6 

 

2）相談ブースの主な相談内容 

宿日直許可に係る相談 3 件、医師の時間外労働に係る相談 2 件、助成金に関する相談 1 件  
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（2）医師の働き方改革への対応セミナー（北海道医師会主催） 

  

「医師の働き方改革の現状～開始から半年が経って」と題し、日本医師会常任理事 城守国

斗氏に講演いただいた。シンポジウムでは、医療法第 25 条第 1 講に基づく立入検査について

の説明のほか、適切な労務管理、特例水準の指定申請に係るポイント、特例水準の指定状況

や令和 6 年度のスケジュールなどについて、北海道、北海道労働局および社会保険労務士よ

り説明を行った。 

 

【開 催 場 所】 グランドメルキュール札幌大通公園 2 階エンプレスホール 

【開 催 日】 令和 6 年 9 月 14 日（土）15：00～17：30 

【開 催 方 法】 来場、ＷＥＢのハイブリット型   

【対   象】 病院開設者、病院長、管理者、勤務医等   

 
 

  

（3）医療機関における「医師の働き方改革」実践事例報告セミナー 

 

 さまざまな事例を通じて、医療機関における働き方改革の実践的なヒントや知見を共有

し、各医療機関における働きやすい環境づくりの一助となることを目的としたセミナーを開

催した。テーマは、①帯広厚生病院「医療機関における産業保健活動と医師面接指導につい

て」、②札幌柏葉会病院「未来へつなぐ医師の働き方改革への取組」と題し、発表いただい

た。 
 

【開 催 場 所】ＷＥＢ開催（Zoom） 

【開 催 日】 令和 7 年 2 月 22 日（土）14：00～15：30 

【対   象】 病院・診療所の事務長、労務管理担当者、医師等  

 

1）参加人数 

参加者内訳 

医療機関数 人数 

34 
53 

(うち関係者 10名) 

 

 

2）参加人数 

医師 事務職 その他 合計 

22 14 17 53 
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（イ）関係団体との連携研修 
 
 

連携研修一覧 

北海道医師会 

日程 場所 出席人数 内容・テーマ等 

10月 23日（水） 小樽市 21 名 診療圏分析と医療経営戦略 

12 月 2 日（月） 北広島市 38 名 ホスピタリティと傾聴トレーニング 

北海道看護協会 

日程 場所 出席人数 内容・テーマ等 

11 月 9 日（土） 
WEB 開催 

（十勝支部） 
28 名 安全に働き続けられる職場環境を目指して                 

μの会 

日程 場所 出席人数 内容・テーマ等 

6 月 1 日（土） 札幌市 9 名 
2024 年度診療報酬改定「賃上げ」関連項目

を踏まえた医療機関の労務管理のポイント 

医業経営コンサルタント協会北海道支部 

日程 場所 出席人数 内容・テーマ等 

6 月 22 日（土） 札幌市 10 名 
医師の働き方改革の現状と課題及び勤改セ

ンターの支援活動状況について        

北海道勤労者医療協会 

日程 場所 出席人数 内容・テーマ等 

8 月 21 日（水） 札幌市 34 名 医師の労務管理         

旭川市医療機関事務長会議 

日程 場所 出席人数 内容・テーマ等 

8 月 30 日（金） 旭川市 19 名 職場のハラスメント 

日本赤十字病院連盟北海道支部 

日程 場所 出席人数 内容・テーマ等 

2 月 15 日（土） 札幌市 19 名 
未来志向の働き方改革～持続可能な医療の

現場を目指して～ 

 北海道医師共同組合 

日程 場所 出席人数 内容・テーマ等 

2 月 19 日（水） 札幌市 20 名 人材不足対策 

 札幌市精神科病院事務連絡協議会 

日程 場所 出席人数 内容・テーマ等 

2 月 21 日（金） 札幌市 36 名 
選ばれる医療機関となるための「人的資本

経営」 

全国自治体病院協議会北海道支部 

日程 場所 出席人数 内容・テーマ等 

2 月 28 日（金） 札幌市 39 名 
医師の働き方改革が動き出した今、現場が

直面する課題と未来へのヒント 
 


